
訓練等給付費支給事業

介護給付費利用者数
2

140 180 210 195 200 205
人

178 182 201 201 - -

7666  自立支援医療費（精神通院医療）支給事務

自立支援医療費（精神通院）支給認定申請取扱数
3

1,150 1,250 1,400 1,450 1,500 1,550
件

1,375 1,286 1,385 1,366 - -

9760  児童福祉法給付事業

児童福祉法給付費年間平均延利用者数
4

75 75 80 85 90 95
人

70 103 107 126 - -

12174  障がい者計画・障がい福祉計画策定事業

障がい福祉計画策定推進委員会開催回数
5

0 3 3 0 0 3
回

0 3 2 0 - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
０１ 支えあう地域福祉の推進
０１ 障がいのある方が地域で共に暮らすための支援

地域福祉課長  舘澤　俊幸

１．施策の平成30年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

障がいのある方が地域の中で共に暮らしていくためには、本人が暮らしやすい地域の環境があること、福祉サービス支援の

資源があることの両方が整っている状態が必要です。そのために、障がい及び障がいのある方への理解の促進、社会参加の

ための交流の場、学習機会、就労の場の確保・充実、自立を促進するサービスや情報の提供などの支援を行って参ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度

暮

ら

し

障がいがある方の社会参加が進んでいると感じている人の割合

1 25 28 31 35 35 Ｄ
％ 21.3

22.7 23.2 24.6 25.6 25.6 31.4

幸

福

多くの人とのふれあいの機会があり、人間関係が良好だと感じている人の割合

2 44 46 48 50 50 Ｄ
％ 43.3

45.5 45.3 46.3 41.5 41.5 △26.9

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度

3759  障がい者地域生活支援事業

国が示した事業の中から市が実施する事業の数
1

21 21 19 13 13 13
事業数

20 20 18 13 - -

3764  介護給付・



針

障がい者の相談業務を

に

強化するために「滝沢

つ

市基幹相談支援センタ

い

ー」を中心に相談支援

て

事業所と連携を強化し

の

ます。

達成（実現）状況
Ａ 達成した

Ａ 達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
０１ 支えあう地域福祉の推進
０１ 障がいのある方が地域で共に暮らすための支援

地域福祉課長  舘澤　俊幸

２．施策の実現に向けての平成30年度までの取り組み状況を分析する

障害者総合支援法、児童福祉法等の制度に沿った障害福祉サービスを提供す

政

ることにより、自立の

 

支援が図られました。

 

あ

わせて、地域の実情

 

に応じて実施される地

 

域生活支援事業を実施

策

することにより、障害

:

のある方が地域でとも

基

に暮らすこと

ができる

本

ような支援体制の充実

施

が図られました。

(２

策

) 基本計画内の取り

:

組みと方針のうち、平

施

成30年度の重点課題

 

の達成（実現）状況

【

 

重点課題】

・身体、知

 

的、精神の３障がいの

 

ネットワークづくりの

策

ための体制整備を行い

:

ます。

【重点課題に対

施

する達成状況】

・３障

策

がいのネットワークづ

担

くりの体制整備を行う

当

ために「滝沢市自立支

職

援協議会」を推進し、

・

また相談支援業務を強

氏

化す

るための「滝沢市

名

基幹相談支援センター

(

」を設立しました。

３

１

．施策の実現に向けて

)

の平成30年度実施後

 

での変化を認識する

・

施

障害者総合支援法、児

策

童福祉法等の改正によ

目

るサービスの充実、拡

標

大

・社会保障費の増加

の

基本施策を実現するた

達

めには、施策である「

成

障がいのある方が地域

（

で共に暮らすための支

実

援」を実現するため、

現

引き続き同

一内容の施

）

策の実施が必須であり

に

、見直しの必要はあり

向

ません。

(１) 平成

け

30年度方針策定に際

た

し、今後の方向性や引

基

継課題

【今後の方向性

本

】

障害者総合支援法、

計

児童福祉法等の法令に

画

基づいた適正な障害福

期

祉サービスの提供及び

間

障害福祉サービスが必

内

要な方への適

切なサー

の

ビスの提供に引き続き

取

努めます。

【引継課題

り

】

・滝沢市内の障害福

組

祉サービス提供事業所

み

の育成等を目的とした

と

「滝沢市自立支援協議

方

会」を推進します。

・



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
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地域福祉課長  舘澤　俊幸

3747  滝沢市手をつなぐ育成会補助事業

53 53 0.0

3759  障がい者地域生活支援事業

55,445 46,733 △15.7

3764  介護給付・訓練等給付費支給事業

773,127 735,088 △4.9

3766  滝沢市身体障害者福祉協会補助事業

100 100 0.0

3775  補装具費支給事業

15,000 13,551 △9.7

3778  自立支援医療費支給事業

34,186 38,450 12.5

3786  在宅重度障害者家族介護慰労手当支給事業

84 84 0.0

3789  在宅酸素療法患者酸素濃縮器使用助成事業

120 111 △7.5

3828  障害支援区分認定審査会事務

1,377 1,103 △19.9

3836  障がい者支援相談員設置事業

4,444 4,415 △0.7

7666  自立支援医療費（精神通院医療）支給事務

0 0 0.0

7667  特別児童扶養手当支給事務

0 0 0.0



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
０１ 支えあう地域福祉の推進
０１ 障がいのある方が地域で共に暮らすための支援

地域福祉課長  舘澤　俊幸

7668  障がい者手帳交付事務

0 0 0.0

9760  児童福祉法給付事業

111,014 137,058 23.5

10226  難聴児補聴器購入費支給事業

107 127 18.7

12174  障がい者計画・障がい福祉計画策定事業

0 0 0.0

12226  特別障害者手当等支給事業

23,350 22,567 △3.4

15109  在宅超重症児（者）等短期入所受入体制支援事業

138 0 皆減


